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参考資料1 
＜教育基本法（抜粋）＞ 公布施行 平成１８年１２月２２日 

 

（生涯学習の理念） 
第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたっ 

て、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすこ
とのできる社会の実現が図られなければならない。 

 
（教員） 
第９条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、その 

職責の遂行に努めなければならない。 
２ 前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇の適 

正が期せられるとともに、養成と研修の充実が図られなければならない。 
 
（家庭教育） 
第１０条 父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活のため 

に必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図る
よう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会及び情 
報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない 

 
（社会教育） 
第12条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共団体によっ 

て奨励されなければならない。 
２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施設の 

利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなければ 
ならない。 

 
（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力） 
第13条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚すると 

ともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。 
 
 
＜学校教育法（抜粋）＞ 最終改正 平成２８年５月２０日 施行期日 平成２９年４月１日 

 

第43条 小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深めるとともに、 
これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動その他の学校運営の
状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 
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（第４９条により中学校にも準用） 
＜社会教育法（抜粋）＞ 最終改正 平成２８年５月２０日 施行期日平成２９年４月１日 

 
（社会教育関係団体の定義） 
第10条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属しない団体 

で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。 
 

（文部科学大臣及び教育委員会との関係） 
第11条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、専門的技術的 

指導又は助言を与えることができる。 
２ 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、社会教育に関 

する事業に必要な物資の確保につき援助を行う。 
 
（報告） 
第14条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体に対し、指導資料の作製及び調査研究のた 

めに必要な報告を求めることができる。 


